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令和７・８年度（２０２５・２０２６年度） 

遠賀町物品等供給業者登録申請提出要領 

 遠賀町が行う物品等供給に係る業務について、業者登録申請の受付を次のとおり行いますので、

この要領をよく読んで書類を提出してください。 

 

１．申請者の資格  

次に掲げる要件に１つでも該当する者は、申請できません。 

（１）地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当する者 

（２）経営状態が著しく不健全であると認められる者 

（３）申請書若しくは添付書類中の重要な事項について虚偽の記載をし、又は重要な事項について

記載をしなかった者 

（４）登録する業務に関し、法律上必要とする資格を有しない者 

（５）税金を滞納している者 

（６）遠賀町暴力団等排除条例（平成 22 年条例第 5 号）第 3 条第 2 号及び第 3 号に規定する暴力

団及び暴力団関係団体並びに同条第 4 号及び第 5 号に規定する暴力団員及び暴力団関係者 

 

２．受付期間及び紙申請受付場所  

（１）受付日時 

次の受付期間及び受付時間以外の受付は一切行いません。 

令和７年１月１６日（木）から２月１４日（金） 

○受付時間  

（競争入札資格申請受付システム）午前８時３０分から午後９時 

（紙申請）午前８時３０分から午後５時１５分 

○ただし、どちらも土・日曜日、祝日は除く。 

○原則は競争入札資格申請受付システムによる申請。紙申請の場合、持参又は郵送（郵送時

は上記受付期間必着） 

（２）紙申請受付場所 

【持参】遠賀町役場 行政経営課（８番窓口） 

      【郵送】末尾「問い合わせ先」宛 

３．登録の有効期間等  

（１）有効期間は、令和７年４月１日から令和９年３月３１日までです。 

（２）登録者は、遠賀町が行う物品等供給の発注（契約）相手選定の資料とするもので、必ずしも

発注があるとは限りません。 

（３）登録者名簿は、公開扱いとしますのでご承知ください。 

 

４．提出書類等  

（１）チェックカード 

（２）申請書受付票 

（３）物品等供給業者登録申請書 （第１－１号様式、第１－２号様式） 
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営業種目中、「その他」を希望する場合は、業務内容を詳しく記入すること。 

※（１）～（３）は紙申請の場合のみ提出すること。 

 

（５）登記事項証明書又は身分証明書（原本又は写し） 

①法人・・・登記事項証明書 

②個人・・・身分証明書  代表者の本籍地の市区役所または町村役場で証明書を発行してもらい

提出すること。 

（６）使用印鑑届・委任状（第２号様式）・・・印影がよく見えるように押印すること 

＜使用印鑑届部分＞ 

①使用印鑑は本町との取引に使用する印鑑を届け出ること。 

②受任地がある場合は受任者印を使用印鑑として届け出ること。 

＜委任状部分＞ 

①委任状は、受任地を設ける場合のみ記入すること。 

②委任は本社又は本店が遠賀町外にある場合で、入札、見積、契約等の権限を一括委任する

場合のみ認めます。 

（７）印鑑証明書（原本又は写し） 

（８）営業経歴書（第３号様式）他の様式でも可 

 基準日（決算日）以前２ヵ年における受注業務を大分類ごとに記入すること。 

（９）申請営業種目に関する登録等の証明書・登録通知書（写し） 

許可、認可、登録等を必要とする営業種目を申請する場合は、それを証明する書類の写し

を提出すること。 

（10）納税証明書（国税・都道府県税）（原本又は写し）全業者提出 

①国税 

「納税証明書」：管轄の税務署にて証明を受けたもの。 

《様式その３の２（個人事業者用）もしくはその３の３（法人用》（未納税額のない証明書 

用）を提出すること。 

②都道府県税 

「未納（滞納）のない証明（未納（滞納）のないことが証明できるもの）」：管轄の都道府

県税事務所にて証明を受けたもの。納税額は不要。 

    ※ただし、未納（滞納）のないことの証明が発行されない都道府県は、法人税、法人事業

税・特別税等の都道府県税にかかる「納税証明書」を直近２カ年分提出すること） 

※注意事項 

支店等に委任する場合は本社（本店）及び受任地両方の都道府県の証明書を提出するこ

と。ただし、本社（本店）で一括して納税している税目については、受任地の証明書は省

略できます。 

（11）町税に滞納のない証明書：「滞納のない証明書」（原本） 

遠賀町内の業者のみ提出すること。 

    遠賀町役場税務課にて証明を受けたものを提出すること。（納税額は不要。） 

●町民税が課税されていない場合 

ア．非課税の個人の方についても、滞納のない証明書が発行されるので提出すること。 

イ．法人等の事務所、事業所設立（設置）申告書を提出して間もない場合で、証明書の
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交付が受けられない場合は、「法人等の事務所、事業所設立（設置）申告書」の写し（税

務課の受付印が押印されているものに限る）を提出すること。かつ、町税に「滞納の

ない証明書」の交付を受けること。 

ウ．未申告の個人または法人は、遠賀町役場税務課において申告後、町税に滞納のない

証明書の交付を受けること。 

 

＜※提出が必要な税の証明書一覧表＞ 

事業所の所在地 国税 都道府県税 遠賀町税 

遠賀町内 ○ ○ ○ 

遠賀町外 ○ ○ × 

 

（12）財務諸表（直前の決算日以前から２ヵ年分） 

個人で財務諸表のない場合は、確定申告書・収支内訳書の写し（税務署の受付印のあるも

のに限る。）を提出すること。 

（13）遠賀町内事業所等調書（第４号様式） 

遠賀町内の業者のみ提出すること。写真は、事業所の外観と室内の２種類。白黒プリント

は不可。（撮影日は申請日前１ヶ月以内とする。） 

（14）返信用封筒（郵送の場合のみ） 

 小封筒に切手 110円分を貼付し、表面に申請者の郵便番号・住所・氏名を記載すること。 

 

５．注意事項  

（１）郵送で申請される方は、必ず受付票送付用の返信用封筒（返信先の住所宛名を記入し、切手

貼付のこと。）を同封してください。 

（２）その他町長が必要と認める書類の提出を求める場合があります。 

（３）証明書類は、提出日の３ヶ月以内に発行されたものに限ります。 

（４）申請書提出後、必要に応じ記載内容等について実態調査を行う場合があります。実態に即し

て正確に記入してください。なお、記載内容が事実と相違している場合は、入札参加資格を

取り消すことがあります。 

（５）資格審査を実施し、参加資格がないと判断した場合のみ令和７年３月１０日までに通知しま

す。 

 

＜紙申請の場合＞ 

（１）提出書類については、チェックカードの順番どおりに、Ａ４版ファイル（色指定：黄、類似

色可）に左綴じし、インデックス（チェックカード順に番号を記入）を付して提出してくだ

さい。ただし、チェックカード、受付票は綴らないでください。 

（２）ファイルの背・表紙とも、下方に商号又は名称を記入してください。 

 

 

６．その他  

（１）申請後、次の事項に変更が生じた場合は、すみやかに競争入札資格申請受付システムによる

変更手続を行うこと。 
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○ 商号又は名称     ○ 組織 

○ 所在地        ○ 資本金 

○ 代表者        ○ 受任者 

○ 使用印・実印     ○ 電話・FAX 番号・メールアドレス 

○ 廃業・登録取下 

＊変更届の案内は、本申請後２月１７日以降で町ホームページに掲載予定です。 

 

＜問い合わせ先＞ 〒811‐4392 

福岡県遠賀郡遠賀町大字今古賀５１３番地 

遠賀町役場 行政経営課 管財係 

電話 ０９３－２９３－１３００（直通） 


